


























省より、「スポーツ振興に関する提言」が出された『Report of the 













　2009年10月に開催された IOC 121次総会では、IOC オリンピック
コングレスの提言（社会におけるオリンピック・ムーブメント）がなさ
れた。さらに2009年10月 IOC は、国連のオブザーバー資格を得た。
これにより、国連のミレニアム開発目標へのスポーツを通した協力を公
に進めるための体制が整った。さらに、2010年5月、国連―IOC 第1
回合同フォーラムをスイス・ローザンヌで開催し、スポーツを通じて開
発の分野での協力を強化することを確認した。また、このフォーラムに
おいて、8つ国連のミレニアム開発目標の内、5つについてスポーツが
協力できる可能性が示唆された。
　IOC はこれらの一連の流れにより、国連との繋がりを強固なものへ
としていく戦略に成功したと言えるであろう。
　また、オリンピックがサッカーワールドカップと並ぶビッグスポーツ
ビジネスであることは、周知の事実である。その中で放映権料は、年を
追うごとに上昇している。2008年に開催された北京オリンピックの放
映権料は、約2,030億円、1996年に開催されたアトランタオリンピッ
ク時が約1,069億円であることからもこのことが理解できる。放映権料
は、サッカーワールドカップと同様に今後も上昇が続くであろう。
　このことからも IOC は、オリンピックのビジネス的な価値を上げる
戦略に成功していると言えるであろう。
　
まとめ
　これらのことから YOG は、競い合いを主としながらもジュニア層の
アスリートに国際的な視野を広げる機会を与え、社会のロールモデルと
は何かを考える環境として適切であることが理解できた（写真）。
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